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【研究要旨】 
本研究では、米国の各州における医療用大麻法（Medical marijuana laws, MMLs）およびレクリ
エーション用大麻法（Recreational marijuana laws, RMLs）について調査し、米国における大麻規制
手法の概要についてまとめた。 
医療用大麻法を運用する 29 州と D.C の状況は、大麻の医療目的での適用が許可される適応症
数、大麻の所持量、大麻摂取法など統一したものではなかった。医療用大麻法が導入されていな

い州のうち 16州では、大麻に含まれる化学物質であるカンナビジオール(Cannabidiol, CBD)のみ、
医療目的による所持・使用を認めていた。レクリエーション用大麻法が導入された州では、嗜好

品として大麻使用が認められているが、その使用については年齢制限があり、所持量、使用でき

る場所（学校、職場、公共施設では禁止）などが制限されていた。こうした州では、医療用、嗜

好用ともに大麻製品の取引は課税され、州として税収の増加を見込んでいた。一方、大麻規制の

緩和に伴い大麻使用下の交通事故の発生が増加するなどの弊害が生じている。大麻規制を緩和す

ることで大麻使用者は増加することから、新たな公衆衛生上の問題が発生する可能性がある。米

国における医療用大麻法およびレクリエーション用大麻法は、その運用は厳格なルールが定義さ

れている。特に、嗜好品として認めている州では、青少年での使用には警戒しており、大麻を含

む薬物乱用防止政策の充実が進んでいる。 
世界的な大麻規制の変化を注視し、わが国でも大麻使用に関する健康被害および社会生活に対

する影響などを含む総合的な検証が必要であろう。 

 

A. 目 的 
 

 世界的に大麻規制システムの変革が進んで

おり、大麻規制を緩和する流れが起きている。

米国では、大麻を連邦法である物質規制法によ

って最も厳しい規制のカテゴリーである

Schedule I と定めているが(1)、州単位では医療
目的または嗜好品目的による大麻の使用を合

法化する動きが活発化している。今後、わが国

における大麻の規制に大きな影響を与える可

能性がある。 
 本研究では、米国における医療用大麻法およ

びレクリエーション用大麻法について調査し、

各州の医療用大麻および嗜好品としての大麻

の規制の現状についてまとめた。 
 

B. 方 法 
 

(1)米国における医療用大麻法（Medical 
marijuana laws, MMLs）：2018年 2月 28日時点
での、29 州および D.C.における医療用大麻法
（Medical marijuana laws, MMLs）の運用を担当
する州保健省内の専門管轄担当局の公開して

いる規定を調べ、州ごとの共通点と相違点の比
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較整理を行った。管轄となる州保健省の一覧は、

Table.1に記載した。調査項目は、年齢、対象と
なる適用症、所持量、使用方法として喫煙の可

否とした。次に、州法で大麻に含まれる化学物

質のうち、カンナビジオール(Cannabidiol, CBD)
についてのみ医療目的での所持・使用を認めて

いる 16 州について担当局の公開している規定
を調べ、州ごとの共通点と相違点の比較整理を

行った。管轄となる州保健省の一覧は、Table.2
に記載した。 
 

(2) 米国におけるレクリエーション用大麻法
（Recreational marijuana laws, RMLs）： 2018年 2
月 28日時点での、9州および D.C.におけるレク
リエーション用大麻法（Recreational marijuana 
laws, RMLs）の運用を担当する州の担当局の公
開している規定を調べ、年齢、所持量、大麻お

よび大麻製品の購入にかかる税金、使用制限に

ついて調査し、MMLsの規定との比較を行った。 
 

(3) 大麻使用による有害事象：大麻の使用と自
動車運転中の事故リスクとの相関が報告され

ている。本調査では、Bondallazらが 2016年に
報告したレビューを中心に大麻の影響下にお

ける自動車運転の事故リスクについてまとめ

た。 
 

C. 結 果 
 

（1）医療用大麻法（Medical marijuana laws, 
MMLs） 
米国では、連邦法である規制物質法に従って、

大麻をヘロイン、LSDまたはMDMA等と同等
の Schedule Iと定めその使用を禁止している(1)。
一方、1996年にカリフォルニア州で初めて医療
用大麻法（Medical marijuana laws, MMLs）が可
決さて以来、2018年 2月末までに 29州とコロ
ンビア特別区(D.C.)において医療目的による大
麻の個人的な所持や使用を非罰則化したMMLs
が州単位で運用されている(Table.1)。 
医療目的で大麻を購入するためには、一般的

には州の定めた手続きに従って患者の認定登

録を受け、大麻を購入するためのライセンスを

発行してもらわなければならい。患者登録の手

続きは、担当局のホームページより個人情報の

登録と申請書の作成、さらには認定医の許諾が

書面で必要となる。18歳未満の場合、親の同意
も必要となる。これらの情報をもとに担当局が

審査を行い、申請者の患者登録の可否が決まる。

患者登録を受けた申請者は、州の認定した大麻

の販売店で医療用大麻を購入可能となるライ

センスの発行手続きを行う。 
次に、申請者が大麻を医療目的で使用する場

合、どのような疾患に対して大麻の適応が許可

されているのか、29州および D.C.について調査
した。適応症の数は、州ごと独自に定めており、

一番少ないD.Cでは 6つの疾患が対象となって
いるが、アーカンソー州では 59 の疾患で適応
を認めていた。適応症の数は、州の判断によっ

て増減したり、医師の判断で法律に規定されて

いない症例にも処方が可能になったりする場

合もある。 
医療用大麻の購入が許可された申請者(患者)
は、医療用大麻の販売を許可された店舗で大麻

を購入することができる。大麻の購入可能量は、

州ごとに定められた所持量の範囲内であり、規

定量を超えて所持または購入すると違法行為

となる。また、具体的な量は規定せず、認定医

の判断に委ねる州もミネソタ州など 5 州ある。
医療用大麻の個人間での売買は 29 州および
D.C.のすべてで禁止されている。 
患者による医療用大麻の使用方法も規定さ

れている。ミネソタ州やニューヨーク州など 5
州は、喫煙による大麻の使用を認めていない。

喫煙を禁止している州では、乾燥大麻の販売も

禁止している。 
2018年 2月 28日時点でMMLsが導入されて
いない 20州のうち 16州に限っては、2014年よ
り大麻成分の一つであるカンナビジオール

(Cannabidiol, CBD)に限って医療目的使用を認
めている(Table.2)。MMLsとは異なり、アラバマ
州など 5州では患者登録を必要とせず、登録を
必要とする州でも CBD 専門の担当局をもうけ
ている州は、ミズーリ州、ノースカロライナ州、
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ユタ州、ジョージア州、テネシー州およびアイ

オワ州で、残りは基本的に州の保健省が一括し

て患者登録を行っている。CBDを医療目的に使
用することを認めている州は、製品に含まれる

テ ト ラ ヒ ド ロ カ ン ナ ビ ノ ー ル (Δ9-
Tetrahydrocannabinol, THC)およびCBDの含有量
を規定している。また、CBD製品の製造方法や
販売等については多くの州で明確に規定して

いない場合が多く、州が認可された販売店も存

在しないため、患者が CBD を購入するために
は、実質的には医療用大麻を合法化している州

まで買いに行くこととなる。ミシシッピ州では、

小児のてんかん発作の治験としてミシシッピ

大学に問い合わせて、プログラム参加すること

で米国薬物乱用研究所(National Institute on Drug 
Abuse, NIDA)によって標準化された CBD の提
供を受けることができる(2)。アイダホ州、サウ
スダコタ州、ネブラスカ州およびカンザス州に

おいては CBD の医療利用も認めていない。例
外的にルイジアナ州は、2015 年に MMLs を可
決したが、現在運用は停止している状態で、患

者の大麻喫煙および購入は認めておらず、医師

は患者に対して「大麻の使用を選択肢の一つと

して提案する」ことがきるのみである(3)。 
したがって、大麻は、全米で医療目的による

使用が認められているわけではなく、約 4割の
州は依然として禁止薬物のままである。大麻の

医療用途としては、がん治療や HIV/AIDS治療
の副作用緩和には適応されているが、臨床上の

有効性はさらなる検討が必要であると考えら

れる。また、医療用大麻の利用拡大は、大麻関

連の健康被害の増加を招く恐れがあり、処方実

態と健康被害との関連性を調査していく必要

があると考えられる。 
 

（2）レクリエーション用大麻法（Recreational 
marijuana laws, RMLs） 
米国では、大麻を嗜好品として使用すること

を 認めた レクリ エー ション 用大麻法

（Recreational marijuana laws, RMLs）が、2012年
にコロラド州とワシントン州で、2014年にアラ
スカ州、オレゴン州および D.C.で、2016年にカ

リフォルニア州、ネバダ州、メイン州そしてマ

サチューセッツ州そして 2018 年 1 月にバーモ
ント州で可決されている。RMLs が運用されて
いる州内では、規則を守っている限り大麻を所

持または使用することによって州法で処罰さ

れることはない。 
MMLs および RMLs の比較一覧を Table.3 に
示す。嗜好品としての大麻は、21歳以上になる
と購入が可能となる。2018年 2月現在、バーモ
ント州と D.C.を除いて大麻の商業流通が認め
られており、州がライセンスを付与した店舗の

みで購入が可能となっている。個人間の売買は

9州および D.C.のすべてで禁止されている。入
店の際、セキュリティーに IDを見せ、年齢チェ
ックを行うことを義務付けている。 
嗜好品用大麻の販売を許可された店舗で大

麻を購入する場合、大麻の購入可能量は、州ご

とに定められた所持量の範囲内であり、規定量

を超えて所持または購入すると医療用大麻と

同様に違法行為となる。また医療用大麻と比べ

ると嗜好品用大麻の所持量は少なく制限され

ている場合が多い。 
医療用または嗜好品用として大麻を購入す

る場合、一般的には州の定めた大麻税と消費税

がかかる。コロラド州では大麻販売による税収

が 2014年の約 6,700万ドルから 2017年には約
24,700 万ドルと増加している(4)。コロラド州、
オレゴン州またはカリフォルニア州など大麻

の販売で得られた税収は、州の事業のほか、公

立学校の資金援助や薬物乱用の規制等のプロ

グラムに用いられている(5-7)。 
大麻産業が成長するにつれ容易に大麻の入

手可能な環境も広がることから、今後も法的整

備と未成年に対する薬物乱用防止教育を進め

ていく必要がる。 
 

 (3) 大麻影響下における自動車運転障害 
大麻が、医療または嗜好品として合法的に使

用可能な州が増えている中で、社会的に懸念さ

れる問題が、大麻影響下における自動車等の運

転と事故の関連性である。大麻の精神活性成分

である Δ9-Tetrahydrocannabinol (THC)は、薬物使
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用に関連する自動車事故のドライバーにおい

て、血中から頻繁に検出される精神活性物質の

一つである(8)。コロラド州では、MMLsが施行
され医療用大麻が商業的に入手可能となった

2009 年頃から自動車事故の割合が増加したが、
対照的に MMLs を認めていない州では有意な
変化は見られなかった(9)。Asbridgeらの行った
9 件の疫学研究を基にしたメタ解析では、大麻
の影響下にあるドライバーの追突事故のリス

クは、正常な運転手と比べて２倍高くなると報

告している(10)。Bondallazらは、大麻の急性効
果および大麻とアルコールの併用効果と運転

能力との関連性について文献レビューを行っ

ている(11)。急性での大麻の影響は、蛇行運転や
先行車との平均車間距離を増加させ、実際に運

転能力の低下を引き起こしていることを示し

ていた。大麻とアルコールの併用による障害に

ついては、THCとアルコールの併用によって衝
突回数の増加、反応時間の増加、自動車の横揺

れの度合いそして車線から外れる時間の増加

が示されている。以上のことから、アルコール

と同様に大麻影響下における自動車運転のリ

スクについて徹底した教育・啓発が必要である

と考えられる。 
 

D. 考 察 
 

米国では、29州および D.Cにおいて大麻を医
療目的で使用することを認めている。しかし、

適応症の数、個人の所持量や使用方法などは州

単位で異なっており、全州で統一がなされてい

ないことが明らかになった。がん治療や

HIV/AIDS 治療に伴う食欲不振や吐き気止めな
ど特定の症状、多発性硬化症等に起因する痙縮

の抑制に対する効果が期待されており、米国に

おける医療用大麻の使用拡大に寄与している

と考えられる。しかしながら、他の適応症に関

しては、臨床上の有効性に関する検討が不足し

ており、更なる研究が必要であると考えられる。 
大麻を嗜好品として使用を認めている州で

は、大麻の売買は課税対象となっており、州の

財源となっている。大麻関連製品を取り扱うこ

とは、税収の確保という観点から新規の産業と

して影響力があると考えられる。一方で、大麻

の使用は、未成年または妊婦に対する健康上の

有害性や自動車事故の増加など社会経済的な

損失についても議論されている。コロラド州な

ど、大麻販売から得られた税収が、未成年や女

性に対する大麻使用の有害性について啓発活

動に使われている(5-7)。すなわち、米国におけ
る大麻規制の緩和は、必ずしも大麻の安全性を

背景にしたものではなく、大麻の流通量や社会

情勢が影響していると考えられる。 
大麻規制を緩和することで大麻使用者は増

加することから、新たな公衆衛生上の問題が発

生する可能性がある。米国において嗜好品とし

て大麻使用を認めている州では、青少年での使

用には警戒しており、大麻を含む薬物乱用防止

政策の充実が進んでいる。世界的な大麻規制の

変化を注視し、わが国でも大麻使用に関する健

康被害および社会生活に対する影響などを含

む総合的な検証が必要であろう。 
 

E. 結 論 
 

米国における医療用大麻法およびレクリエ

ーション用大麻法は、その運用は厳格なルール

が定義されている。特に、嗜好品として認めて

いる州では、青少年での使用には警戒しており、

大麻を含む薬物乱用防止政策の充実が進んで

いる。世界的な大麻規制の変化を注視し、わが

国でも大麻使用に関する健康被害および社会

生活に対する影響などを含む総合的な検証が

必要であろう。 
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Table.1 米国 29州および D.C.におけるMedical marijuana lawsの比較 

 

 医療用大麻法(MMLs: Medical marijuana laws)が可決された順番に並んでいる。 

管轄サイト：各州の MMLs に関する情報を入手したサイトを示す。適応症は、州が独自に

定めている。所持量は、個人が一度に持てる最大所持量であり、大麻販売店での購入可能量

でもある。所持量の 1 ozは約 28.35 gである。医師の裁量を規定している州では、州が定め

る所持可能量の範囲内で、医師が購入可能量を決定する。喫煙の可否が定められていても、

使用可能な場所は基本的に自宅のみである。大麻影響下における自動車等の運転操作は禁

止されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



167 
 

Table.2 米国 16州における Cannabidiol (CBD)の取り扱いの比較 

 

 大麻成分であるカンナビジオール(Cannabidiol, CBD)について、治療目的での所持・使用が

認められた順番で州を並べた。Δ9-テトラヒドロカンナビノール(THC)および CBDの含有量

は、各州の管轄に情報が記載されている。CBD の法的規制と運用は、各州の保健省が担っ

ている。CBD の医療目的使用のみを認めている州において大麻の所持・使用は違法行為で

ある。 

 


